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対象施設の概要 

【地域連携ＨＡＣＣＰ導入実証事業の実施結果を踏まえた平成２８年度の取組み】 

 

○広島市地域連携ＨＡＣＣＰ導入実証事業について 

厚生労働省が作成した「食品製造施設におけるＨＡＣＣＰ入門のための手引書」を使用し、次の２施設に

対し、ＨＡＣＣＰの７原則１２手順を満たす導入支援を行った。支援に際しては、コンサルタント事業者が

主導で行うＡチームと本市職員が主導で行うＢチームの２チームで導入を進めた。 

 

 

 

 

 

 

○ＨＡＣＣＰを導入していく過程で生じた課題等 

１ 意識 

  何はともあれ、「トップの決断・従事者のやる気」が最も重要である。 

本事業の対象施設は、本市からの協力依頼に応じた施設であった。「自らＨＡＣＣＰに取組もうと考えた

事業者」と「広島市からの協力依頼に応じた事業者」、ＨＡＣＣＰに取組み始めたきっかけが異なるため、

動機付けとして「市から依頼された」という意識が最後まであったのかもしれない。 

２ 人材育成 

特定の従事者に業務が集中し、ＨＡＣＣＰ導入に関する取組みがなかなか進まなかった。 

リーダーとしての研修・訓練を受けずにリーダーにならされた者やリーダーを研修できる人材がいない

等の問題がある。このことは、本市職員においても同様であった。 

３ 専門的な知識 

食品事業者とアドバイザー（広島市、コンサルタント）の信頼関係が重要である。最初に関係者間で目

指すゴールについて共通認識を持っておく必要がある。 

本事業では、広島市と事業者の間において意見の相違が生じた際に、第三者としての意見を出せるコン

サルタント事業者の存在は、本事業を円滑に推進する上で重要であった。 

４ 柔軟性について 

・ＨＡＣＣＰ導入においては、７原則１２手順を全て満たす必要があるが、進行の手順は必ずこの手順に

沿って進める必要はない。特に製品説明書や製造工程表については、多くの施設においても作成済みであ

ると思われる。そのため、一般的衛生管理がある程度行われている施設においては、ＨＡＣＣＰプランを

作成しながら一般的衛生管理プログラムを改善していく方法も良いと考えられる。 

・ＨＡＣＣＰチームの編成は、１人からスタートしても良い。１人ずつ仲間を増やしていく努力をするま

た、ＨＡＣＣＰにこだわらず、職場環境の改善チームのメンバーを巻き込んでも良いのではないか。 

・できる限り既存の帳票類を活用するとともに、許容可能なレベルで現在の衛生管理方法を活用すること

で、従事者の負担を少なくすることができる。また、導入支援を行う施設の繁忙期・閑散期等も考慮しな

がら導入支援を行うことで、効果的な取組が行えると考える。 

 

 Ａ社 Ｂ社 

事業者名 広島駅弁当株式会社 

代表取締役 中島和雄 

瀬川食品株式会社 

代表取締役 瀬川 靖 

業種 そうざい製造業 加工水産物製造業 

対象品目 肉じゃが とろろ昆布 

従業員数 350人（本社工場） 50人 

広島市地域連携ＨＡＣＣＰ導入実証事業イメージ図 

資料６ 
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○実証事業の実施結果を踏まえた平成２８年度の取組み 

１ ＨＡＣＣＰ導入講習会の開催 

  国がＨＡＣＣＰによる衛生管理を段階的に義務化する方針であることを踏まえ、広島市内の食品製造業

者等に対し、ＨＡＣＣＰ導入の普及・推進を目的にＨＡＣＣＰ導入講習会を開催した。 

 ⑴ 開催日：平成２８年５月２６日（木） 

 ⑵ 対象施設：１４３５施設（参加：１１３施設（１６２名）） 

  ・平成２６年度に国の委託で実施したＨＡＣＣＰに関するアンケート調査に協力を依頼した食品製造業

者のうち工場形態の施設 

  ・スーパー、百貨店等の量販店、大規模ホテル等 

 ⑶ 主なプログラム 

  ・厚生労働省作成「ＨＡＣＣＰ導入の手引き」ＤＶＤ上映 

  ・ＨＡＣＣＰに関する国の動向及び平成２８年度の本市の取組み（講師：広島市保健所職員） 

  ・地域連携ＨＡＣＣＰ導入実証事業から得た課題（講師：広島市保健所職員） 

  ・ＨＡＣＣＰ導入に係る食品事業者の取組み（講師：瀬川食品株式会社 製造部課長） 

  ・ＨＡＣＣＰプランの作成方法（講師：広島市保健所職員） 

２ 食品製造業者へのＨＡＣＣＰ導入支援 

平成２７年度地域連携ＨＡＣＣＰ導入実証事業での経験を基に、ＨＡＣＣＰ導入に積極的な中小規模の

食品製造業者に対して、食品衛生監視員がＨＡＣＣＰ導入の支援を実施し、広島市内のＨＡＣＣＰ導入成

功事例を着実に増加させ、業界のＨＡＣＣＰ導入への起爆剤となることを目指すとともに、保健所職員が

実際にＨＡＣＣＰ導入の過程を体験することで、保健所職員の資質を向上させることも目的の一つとする。 

なお、食品製造業者がコンサルタント業者と契約をしている場合は、連携して導入を進める。 

 ⑴ 導入支援する業者の選定 

上記１のＨＡＣＣＰ導入講習会の中で「ＨＡＣＣＰ導入支援申込書」を配布し、平成２８年度に保健

所からのＨＡＣＣＰ導入個別支援を希望する事業者を募集した。 

地域連携ＨＡＣＣＰ導入実証事業を通じて、「トップの決断・従事者のやる気」が最も重要であること

を体感し、あくまで「自らＨＡＣＣＰに取組もうと考えた事業者」へのＨＡＣＣＰ導入支援が、事業者

のＨＡＣＣＰによる自主衛生管理の推進につながると考え、対象施設は事業者からの申込みによる選定

とした。 

 ⑵ 業者選定結果 

以下の４業者に対して、４つの導入支援チームを結成し、年度内を目途に導入支援を実施する。 

  ア ソース類製造業Ａ社：お好み焼き用ソースの製造 

  イ 魚肉練り製品製造業Ｂ社：かまぼこの製造 

  ウ あん類製造業Ｃ社：加糖練り餡の製造 

  エ 清涼飲料水製造業Ｄ社：ミネラルウォーターの製造 

３ ＨＡＣＣＰ導入指導を行う食品衛生監視員の育成 

  ＨＡＣＣＰの指導には一定以上の知識が必要であることから、厚生労働省が主催するＨＡＣＣＰ指導者

養成研修会や本市における研修会等で、食品衛生監視員の育成を図る。予定している内容は以下のとおり。 

 ⑴ 平成２８年度ＨＡＣＣＰ指導者養成研修会（厚生労働省主催）への参加（８月３日～５日） 

   （これに先立って、平成２８年７月２８日に参加要件を満たす為の基礎研修会を開催した。） 

⑵ 職員研修におけるＨＡＣＣＰに係る講習会の実施（８月１０日） 

   講師：山口大学 共同獣医学部 豊福 肇 教授 

４ 流通販売業界及び一般消費者へのＨＡＣＣＰ認知度向上 

  流通販売業界及び一般消費者へのＨＡＣＣＰ認知度向上の為、量販店、飲食店等への監視時、事業者や

一般消費者を対象とした講習会等で、厚生労働省が作成したパンフレット等を用いて、ＨＡＣＣＰの認知

度向上を図る。 


